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Ⅰ 貴社の概要について
問１ 貴社の業種（複数ある場合は売上高の最も高い業種）を１つお選びください。

問２ 貴社の本社・本店・本所の所在地を１つお選びください。

「建設業｣ と ｢その他サービス業」（15.7％）の割合が最も高く、次いで ｢製造業｣
（13.4％）の順となっている。

① 107 (79.9%)

② 3 (2.2%)

③ 10 (7.5%)

④ 11 (8.2%) ⑤ 3 (2.2%)

① 道央（空知・石狩・後志・胆振・日高）

② 道南（渡島・檜山）

③ 道北（上川・留萌・宗谷・オホーツク）

④ 道東（十勝・釧路・根室）

⑤ その他
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⑭ その他

⑬ その他サービス業

⑫ 医療、福祉

⑪ 教育、学習支援業

⑩ 生活関連サービス業、娯楽業

⑨ 宿泊業、飲食サービス業

⑧ 学術研究、専門・技術サービス業

⑦ 不動産業、物品賃貸業

⑥ 金融業、保険業

⑤ 卸売業、小売業

④ 運輸業、郵便業

③ 情報通信業

② 製造業

① 建設業

「道央 (空知・石狩・後志・胆振・日高)」（79.9％）の割合が最も高く、次いで
「道北 (上川・留萌・宗谷・オホーツク)」（7.5％）の順となっている。
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問３ 従業員数を以下から１つお選びください。
※ 役員を除き、常時使用する従業員数（パート・アルバイトを除く）

問４ 従業員の年齢構成の特徴について、貴社の状況に近いものを１つお選びください。

「100～299人」（38.1％）の割合が最も高く、次いで「300人以上」（32.8％）の
順となっている。

① 1 (0.7%)

② 9 (6.7%)

③ 29 (21.6%)

④ 51 (38.1%)

⑤ 44 (32.8%)

① ９人未満 ② 10～29人

③ 30～99人 ④ 100～299人

⑤ 300人以上

「50代以上の割合が高い」（43.3％）の割合が最も高く、次いで「30代以下の割合
が高い」と「40代の割合が高い」（21.6％）の順となっている。

① 29 (21.6%)

② 29 (21.6%)

③ 58 (43.3%)

④ 14 (10.4%) ⑤ 4 (3.0%)

① 30代以下の割合が高い

② 40代の割合が高い

③ 50代以上の割合が高い

④ 各年齢層が概ね同程度である

⑤ その他
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Ⅱ 貴社における従業員の仕事と介護の両立支援についてお伺いします。
問５ あなた (回答者) は、｢ケアラー｣ や ｢ヤングケアラー｣ という言葉をどの程度ご存じ
ですか。

問６ 貴社では従業員がケアラーかどうか、職務希望に関する申告書等によって把握して
いますか。

「言葉や内容をなんとなく理解している」（59.0％）の割合が最も高く、次いで
「言葉も内容も理解している」（28.4％）の順となっている。

① 38 (28.4%)

② 79 (59.0%)

③ 14 (10.4%)

④ 3 (2.2%)

① 言葉も内容も理解している

② 言葉や内容をなんとなく理解している

③ 言葉は知っているが、内容は分からない

④ 全く知らない（この調査で初めて知った）

「把握していない」（73.1％）の割合が高く、｢把握している｣ （26.9％）を大きく
上回っている。

① 36 (26.9%)

② 98 (73.1%)

① 把握している

② 把握していない
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問７ 貴社の従業員のうち、ケアラーは増えてきていると感じますか。

問８ 貴社内でのケアラーの増加（将来的な増加も含む）による業績や人事等への影響に
ついて、課題意識はありますか。

「やや増えてきている」（38.1％）の割合が最も高く、次いで「分からない」
（32.8％）の順となっている。

① 0 (0.0%)
② 51 (38.1%)

③ 39 (29.1%)

④ 0 (0.0%)

⑤ 0 (0.0%)

⑥ 44 (32.8%)

① かなり増えてきている

② やや増えてきている

③ 変わらない

④ やや減ってきている

⑤ かなり減ってきている

⑥ 分からない

「あまりない」（48.5％）の割合が最も高く、次いで「ややある」（41.8％）の順
となっている。

① 2 (1.5%)

② 56 (41.8%)

③ 65 (48.5%)

④ 11 (8.2%)

① かなりある

② ややある

③ あまりない

④ 全くない
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問９ ケアラーの増加に伴い、業績や人事等にどのような影響があると感じているか、
以下のうち当てはまるもの全てをお選びください。

※ 問８で「かなりある」･「ややある」と回答した場合のみ回答（回答者数：58）

問10 貴社が「仕事と介護の両立支援」のために実施している制度や取組について、以下
のうち当てはまるもの全てをお選びください。

(3.5％) 2 

(25.9％) 15 
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(44.8％) 26 
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⑨ その他

⑧ 代替人員の補充（採用・育成）コストの発生

⑦ 企業業績の低下や目標の未達

⑥ 勤務地や働き方の調整が必要な従業員の増加

⑤ 周囲の従業員の離職・休業の増加

④ 周囲の従業員の負担の増加

③ 介護を担う従業員自身の離職・休業の増加

② 介護を担う従業員自身の労災件数等の増加

① 介護を担う従業員自身の生産性低下

「勤務地や働き方の調整が必要な従業員の増加」（53.5％）の割合が最も高く、次
いで「介護を担う従業員自身の生産性低下」､「介護を担う従業員自身の離職・休業
の増加」､「周囲の従業員の負担の増加」（44.8％）の順となっている。

(13.4％) 18 

(2.2％) 3 

(3.7％) 5 

(41.0％) 55 

(23.1％) 31 

(28.4％) 38 

(59.0％) 79 

(14.2％) 19 

(3.0％) 4 

(0.0％) 0 

(3.7％) 5 

(6.7％) 9 

(13.4％) 18 

(36.6％) 49 

(47.0％) 63 
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⑮ 特にない

⑭ その他

⑬ 介護に関する「社外」の窓口の設置・明示

⑫ 介護に関する「社内」の窓口の設置・明示

⑪ 従業員の状況に合わせた勤務地や部署の異動

⑩ 従業員の状況に合わせたリモートワーク実施

⑨ 従業員の状況に合わせた勤務時間の調整

⑧ 両立支援の推進に向けた専門部署等の設置

⑦ 経営層から両立支援に関するメッセージ発信

⑥ 介護を担う従業員同士の交流の場の設定

⑤ 経営層や管理職向けの研修やセミナーの開催

④ 従業員向けの研修やセミナーの開催

③ 公的な窓口等の社内報やメールでの情報提供

② 介護両立支援制度の利用促進方針の周知

① 介護両立支援制度の社内報等による情報提供

「従業員の状況に合わせた勤務時間の調整」（59.0％）の割合が最も高く､ 次いで
「介護両立支援制度の社内報等による情報提供」（47.0％）の順となっている。
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問11 以下の「仕事と介護の両立支援」の取組のうち、実施をしたいと考えているものの、
実施が難しい取組について、当てはまるもの全てをお選びください。

問12   日本介護支援専門員協会では､ 家族等の介護を抱えている社員等が､ 介護をしながら
意欲的に働けるよう､企業における介護離職防止対策の企画や運用のアドバイス等を行う
「ワークサポートケアマネジャー」の認定資格制度を運用し、ワークサポートケアマネ
ジャーを企業に派遣していますが、ワークサポートケアマネジャーについてご存じでし
たか。

「これまで聞いたことがなかった」（75.4％）の割合が最も高く、次いで「言葉は
聞いたことがあるが、内容は知らなかった」（17.9％）の順となっている。

① 0 (0.0%)

② 9 (6.7%)

③ 24 (17.9%)

④ 101 (75.4%)

① 内容を知っていて、活用している

② 内容を知っていたが、活用したことはない

③ 言葉は聞いたことがあるが、内容は知らなかった

④ これまで聞いたことがなかった

(27.6％) 37 

(17.9％) 24 

(14.9％) 20 

(24.6％) 33 

(26.9％) 36 

(32.8％) 44 

(23.9％) 32 
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⑦ 特にない

⑥ 介護に関する「社外」の窓口の設置・明示

⑤ 介護に関する「社内」の窓口の設置・明示

④ 両立支援の推進に向けた専門部署等の設置

③ 経営層や管理職向けの研修やセミナーの開催

② 従業員向けの研修やセミナーの開催

① 介護両立支援制度の社内報等による情報提供

「従業員向けの研修やセミナーの開催」（32.8％）の割合が最も高く、次いで「特
にない」（27.6％）の順となっている。
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問13 長崎県では、令和６年度に仕事と介護等の両立に向けた環境整備に取り組む事業者
を支援するため、希望する企業に対し、モデル的に｢ワークサポートケアマネジャー｣ を
無料で派遣する事業を実施しています。
もし、このようなモデル事業があった場合、利用を希望しますか。

問14 企業経営者、人事・労務担当者や当事者等を対象に、｢仕事と介護の両立｣ をテーマ
としたセミナーが開催されたら、参加を希望しますか。

「あまり活用を希望しない」（44.8％）の割合が最も高く、次いで「活用を検討し
たい」（31.3％）の順となっている。

① 0 (0.0%)

② 42 (31.3%)

③ 60 (44.8%)

④ 32 (23.9%)
① ぜひ活用したい

② 活用を検討したい

③ あまり活用を希望しない

④ 活用を希望しない

「参加を検討したい」（56.7％）の割合が最も高く、次いで「あまり参加を希望し
ない」（23.9％）の順となっている。

① 13 (9.7%)

② 76 (56.7%)③ 32 (23.9%)

④ 13 (9.7%)

① ぜひ参加したい

② 参加を検討したい

③ あまり参加を希望しない

④ 参加を希望しない
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